
閲覧年月日 請求事由の概要 申出者 閲覧に係る住民の範囲

令和6年4月23日 かずさ水道広域連合企業団が行う水道事業に
係る給水区域内・外の未給水人口及び世帯数
の把握を行うため

かずさ水道広域連合企業団
広域連合企業長　渡辺　芳邦

市内全域

令和6年4月26日 農業集落排水施設供用人口調査のため 君津市環境衛生課長　中村　光宏 坂畑、折木沢、滝原、釜生

令和6年5月16日 国土交通省観光庁における調査「旅行・観光
消費動向調査」での対象者抽出のため

国土交通省観光庁　観光戦略課長　河田　敦
弥

陽光台三丁目、高坂、台一丁目、台二丁目、
宮下

令和6年5月17日 「文化芸術への意識に関するアンケート調
査」実施のため

千葉県環境生活部スポーツ・文化局文化振興
課　企画調整班　千葉県環境生活部スポー
ツ・文化局文化振興課長　石島　竹雄

外箕輪四丁目、大和田一丁目、郡一丁目

令和6年5月31日 内閣官房が実施する「首都圏の住宅における
感震ブレーカーの普及状況等に関する調査」
対象者抽出のため

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調
査・企画担当）　朝田　将

笹、皿引、中野二丁目

令和6年6月6日 「脳卒中や心臓病等に関する世論調査（附帯
調査：食育）」の実施のための対象者抽出

内閣府大臣官房政府広報室　政府広報室長
廣瀬　健司

南子安6丁目

令和6年7月19日 「令和６年度生活習慣に関するアンケート調
査」のための基礎データ収集。

千葉県知事　熊谷　俊人 市内全域

　住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により下記のとおり公表します。

　　　　令和７年　９月　１２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　君津市長　石井　宏子

記

国又は地方公共団体の機関による閲覧請求



令和6年7月25日 「令和６年度 第６７回県政に関する世論調
査」実施のため。

千葉県総合企画部報道広報課広聴室　総合企
画部報道広報課　課長　最上　健史

久保３丁目、北子安１丁目

令和6年8月8日 「身近な環境（水辺、緑地、大気など）に関
する世論調査」の実施のための対象者抽出。

内閣府大臣官房政府広報室　政府広報室長
畠山　貴晃

東坂田１丁目

令和6年8月1日 清和地区で９５歳を迎える方を調べるため。 清和地区社会福祉協議会　会長　佐藤　利則 清和地区全域

令和6年8月20日 「少子化に関する若い世代の意識等調査」の
ための基礎データ収集。

千葉県知事　熊谷　俊人 市内全域

令和6年8月26日 「男女共同参画社会の実現に向けての県民意
識調査」実施のため。

千葉県総合企画部多様性社会推進課男女共同
参画室　千葉県総合企画部多様性社会推進課
課長　木村　洋志

外箕輪１丁目、常代３丁目

令和6年9月25日 「身近な環境（水辺、緑地、大気など）に関
する世論調査」の実施のための対象者抽出。

内閣府大臣官房政府広報室　政府広報室長
畠山　貴晃

東坂田１丁目

令和6年10月15日 「令和６年度 第６８回県政に関する世論調
査」実施のため。

千葉県総合企画部報道広報課広聴室　総合企
画部報道広報課　課長　最上　健史

南子安８丁目、中野６丁目

令和6年10月29日 民生委員児童委員の担当区域の把握のため。 畠山　千津子 寺沢

令和7年3月21日 調査中の事業者の特定のため（特定商取引に
関する法律第６６条の２の規定に基づく請
求）

千葉県環境生活部くらし安全推進課　課長
渡辺　修光

大和田２丁目
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令和6年5月22日 「2024年全国放送サービス接触動向調査（テ
レビ・ラジオなどがどのように見聞きされて
いるかをおたずねする調査）ための対象者抽
出（放送法第20条に定められた調査研究・世
論調査のため）」

NHK放送文化研究所 世論調査部長 吉田 理
恵

西坂田2丁目

令和6年9月17日 「現代日本の社会・生活に関する意識調査」
実施のための対象者抽出。（放送法第２０条
に定められた調査研究・世論調査のため）

NHK放送文化研究所 世論調査部長 熊田 佳
代子

長谷川、箕輪

令和6年9月17日 「第６回家計と貯蓄に関する調査」の実施の
ための対象者抽出。

一般財団法人ゆうちょ財団 理事長 小笠原
倫明

北子安４丁目

令和6年9月17日 「全国メディア意識世論調査（テレビやイン
ターネットの利用についてのおたずねする調
査）」実施のための対象者抽出。（放送法第
２０条に定められた調査研究・世論調査のた
め）

NHK放送文化研究所 世論調査部長 熊田 佳
代子

常代４丁目

令和6年11月26日 「生活意識に関するアンケート調査」の対象
者抽出のため。

日本銀行 情報サービス局 局長 小牧 義
弘

浦田、大井、大井戸、大岩、大戸見

令和6年12月27日 「社会階層と社会移動に関する全国調査（調
査票タイトル「仕事と生活に関する全国調
査」）の実施のための対象者抽出

国立大学法人東京大学 社会科学研究所 所
長　宇野　重規

八幡、貞元

※令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの閲覧状況

個人又は法人による閲覧請求


